
　

第９章　産業の発展と共に変わる悪臭対策

　悪臭は、感覚公害の一種で、発生源が比較的身

近にあることが多く、県及び市町村に寄せられる

苦情も非常に多くなっています。

　悪臭防止法が制定された当時は、畜産農業や化

学工場など比較的原因物質が特定しやすい業種か

らの苦情が多いことが背景にあったため、特定の

物質濃度による規制方式が採られていましたが、

産業構造の変化により飲食店などのサービス業が

増加するに伴い、複合臭による悪臭苦情が増加し、

従来の規制では住民の被害感情と合致せず、対応

が困難な事例も見受けられるようになりました。

　県ではこのような事例に対応するため、人の嗅

覚を用いて測定をする規制について、指針により

行ってきましたが、悪臭防止法においても同様の

規制方式（臭気指数規制）の整備が進んだことか

ら、同方式の導入を行い、より効果的な悪臭問題

への対応を目指しています。

第１節　悪臭の現状

１．苦情の実態

　16年度の悪臭に係る県及び市町村での苦情受付

件数は、671件となっています（図2-9-1）。

　これを発生源別にみると野焼きが16.0%と最も

多く、次いで家庭生活が13.0%で多くなっていま

す。16年度も野焼きに関する苦情が多くなってい

ます。

２．畜産農業に係る悪臭

　畜産農業に起因する悪臭問題は、家畜飼養規

模の拡大や宅地開発等による混在化の伸展等によ

り、都市部に限らず、農村部においても発生して

います。

　近年、悪臭問題の発生している経営体数は年度

により多少の増減はあるものの、120件前後で推

移しています。畜産農業に起因する環境汚染問題

の中で、悪臭問題の発生数は最も多く、全体の

60％程度を占めています（表2-9-1）。

　

第２節　悪臭防止対策

　悪臭に関する規制及び指導は、「悪臭防止法」、

市町村の「環境保全（公害防止）条例」及び県が

昭和56年に策定した「悪臭防止対策の指針」に基

づき市町村が行っています。

　県は、その円滑な運用を図るため測定等につい

て技術指導を実施しています。悪臭防止対策の体

系は図2-9-2のとおりです。
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図2-9-1　悪臭に係る苦情の発生源別受付件数
　　　　 （17年３月末現在）

表2-9-1　畜産産業に係る悪臭問題発生件数

　 ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16区分
年度

悪 臭 問 題 発 生 件 数（Ａ） 102

豚

内
　
　
訳

採 卵 鶏

ブ ロ イ ラ ー

乳 用 牛

肉 用 牛

そ の 他

環 境 汚 染 問 題 件 数（Ｂ）

Ａ／Ｂ×100（％）

注）畜産経営環境保全総合対策四郷事業調査結果による。
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1
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3
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5
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0

217

59.9
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33
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5

70

4

1

198

65.1

野焼き
107

（16.0％）

家庭生活
87

（13.0％）

焼却施設
　34（5.1％）

流出・漏洩
　30（4.5％）

工事・建設作業
　29（4.3％）

産業用機械作動
　18（2.7％）

飲食店営業
16

（2.4％）

産業排水
12

（1.8％）

自然系
9

（1.3％）

廃棄物投棄
2

（0.3％）

自動車運行
1

（0.2％）

不明
123

（18.3％）

合計 671



　
１．規制及び監視

(１）悪臭防止法に基づく規制・監視

　「悪臭防止法」では、知事が住民の生活環境を

保全すべき地域を指定し、地域内の工場・事業場

の事業活動に伴って発生する悪臭の物質の濃度等

について、規制基準を設定することとされていま

す。昭和47年5月に「悪臭防止法施行令」でアン

モニア等5物質が特定悪臭物質として指定された

のを初めとして、順次、政令の改正により特定悪

臭物質が追加されてきました。17年３月末現在、

指定されている22物質とその規制基準は表2-9-2

のとおりです。また、６年４月「悪臭防止法施行

規則」等の改正により、これまでの敷地境界及び

排出口における規制基準に加えて、新たに排出水

中の規制基準を硫黄系4物質（硫化水素、メチル

メルカプタン、硫化メチル、二硫化メチル）につ

いて表2-9-2のとおり定め、８年７月１日から施

行しています。

　なお、本県の地域指定状況は図2-9-3のとおり

で、17年３月現在、32市22町３村の「都市計画

法」に基づく用途地域を中心に指定しています。

一方、市町村長は規制地域において、特定悪臭物

質の測定調査及び規制を行っており、16年度は、

法に基づく改善命令はありませんでした。
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図2-9-2　悪臭防止対策体系図

表2-9-2　特定悪臭物質の規制基準

（１）敷地境界

物質名 規制基準(ppm) 物質名 規制基準(ppm)

アンモニア 1 トルエン 10

メチルメルカプタン 0.002 キシレン 1

硫化水素 0.02 酢酸エチル 3

硫化メチル 0.01 メチルイソブチルケトン 1

二硫化メチル 0.009 イソブタノール 0.9

トリメチルアミン 0.005 プロピオンアルデヒド 0.05

アセトアルデヒド 0.05 ノルマルブチルアルデヒド 0.009

スチレン 0.4 イソブチルアルデヒド 0.02

プロピオン酸 0.03 ノルマルバレルアルデヒド 0.009

ノルマル酸 0.001 イソバレルアルデヒド 0.003

ノルマル吉草酸 0.0009 イソ吉草酸 0.001

（注）千葉市・船橋市は独自に基準を定めています。

（２）排出口（流量の許容限度）

ｑ＝0.108×Ｈｅ２・Ｃｍ

ｑ：流量（温度0℃、１気圧の状態に換算したｍ３／時）

Ｈｅ：補正された排出口高さ（ｍ）

Ｃｍ：上記敷地境界での規制基準（ｐｐｍ）

アンモニア、硫化水素、トリメチルアミン、プ

ロピオンアルデヒド、ノルマルブチルアルデヒ

ド、イソブチルアルデヒド、ノルマルバレルア

ルデヒド、イソバレルアルデヒド、イソブタノー

る、酢酸エチル、メチルイソブチルケトン、ト

ルエン、キシレン、の13物質が対象。

（３）排出水

規制基準

物質名
排出水量（ｍ３/秒） 0.001ｍ

３/秒
以下

0.001ｍ３/秒を超え
0.1ｍ３/秒以下

0.1ｍ３/秒を
超える

メチルメルカプタン

硫 化 水 素

硫 化 メ チ ル

二 硫 化 メ チ ル

0.03 0.007 ＊0.001

0.1 0.02 0.005

0.3 0.07 0.01

0.6 0.1 0.03

（注）１．＊メチルメルカプタンについては、当分の間0.002mg/とします。
　 　２．千葉市・船橋市は独自に基準を定めています。

表2-9-3　臭気指数規制に関する区域区分及び規制基準

区　域　区　分 臭気指数（敷地境界）

ＡＡ区域 特に保全を図る地域 １０

Ａ区域 住居系地域 １２

Ｂ区域 工場・商店・住居混在地域 １３

Ｃ区域 工業系地域 １４

（注）千葉市・船橋市は独自に基準を定めることとしています。



(２）市町村環境保全（公害防止）条例に基づく

　　 規制・監視

　市町村では「環境保全（公害防止）条例」によ

り、法適用対象外の悪臭について規制を行ってい

ます。

　県は、市町村が行うこれらの規制等について技

術的な指導を行うこととしています。

２．指導

(１）「悪臭防止対策の指針」に基づく指導

　臭気指数規制方式の導入前は、悪臭苦情に対し

ては、「悪臭防止法」や市町村の「環境保全（公

害防止）条例」による規制だけでは必ずしも十分

対処できない状況にありました。

　そこで県では、これらを補完するものとして昭

和56年６月に、人の嗅覚を用い、複合臭も客観的

に評価できる官能試験法（＊三点比較式臭袋法）

と工場・事業場の悪臭防止対策の指導目標値（表

2-9-4）を示した「悪臭防止対策の指針」を作成し、

市町村に対して測定体制の整備拡充について指導
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都市計画法の
用途地域を指
定　　　　

館山市、松戸市、木更津市、野田市、

佐原市、茂原市、成田市、佐倉市、東

金市、八日市場市、旭市、柏市、勝浦

市、市原市（工業専用地域）、八千代市、

鎌ヶ谷市、君津市、富津市、浦安市、

袖ヶ浦市、八街市、四街道市、印西市、

白井市、富里市、酒々井町、印旛村、

本埜村、栄町、下総町、大栄町、小見

川町、多古町、東庄町、光町、大網白

里町、九十九里町、成東町、山武町、

松尾町、横芝町、芝山町、長生村、一

宮町、白子町、大原町、岬町

用途地域と一
部の地域を指
定　　　　

銚子市、御宿町

市町の全域を
指定　　　

千葉市、市川市、船橋市、習志野市、

流山市、我孫子市

町の一部の地
域を指定　

山田町

都市計画法の
用途地域を指
定　　　　

市原市（工業専用地域以外）

市の全域を指
定　　　　

習志野市

指定市町村 ＜物質濃度規制＞

〈臭気指数規制〉

図2-9-3　悪臭防止法に基づく指定地域図



するとともに、この測定法についての技術研修を

継続的に行っています。

　また、本指針は、臭気指数規制未導入の市町村

において工場・事業場の立地、増設に係る事前審

査に際し、悪臭防止対策の指導基準としても活用

しています。

(２）公害防止協定に基づく指導

　細目協定の中で、悪臭に関しては『大部分の地

域住民が日常生活において感知しない程度』を環

境目標として三点比較式臭袋法による協定値を定

め、悪臭の防止について指導しています。

　また、これらの工場が施設を新・増設若しくは

変更する場合には、その計画内容を事前に県及び

関係市と協議することとしており、その内容を審

査のうえ必要な指導を行っています。

　16年度の事前協議件数は15件でした。

(３）工場立地等各種開発行為の事前審査による指導

　協定工場以外の工場が県及びその関係機関の造

成した工業団地等に進出する場合、県は計画内容

を事前に審査し、環境保全のため必要な対策を講

じるよう指導を行っています。

　16年度の事前審査件数は２件でした。

３．今後の対策

(１）規制地域の拡大

　「悪臭防止法」に基づく悪臭規制地域の指定に

ついては県は、「都市計画法」に基づく用途地域

を中心に実施しており、これまでに悪臭公害の広

域化に対処するため、逐次、地域拡大を図ってき

ました。17年３月25日現在、規制地域は32市22町

３村となっています。なお、今後とも用途地域の

変更等に対応して規制地域の拡大を図ることとし

ています。

４．関連対策

（１）畜産農業に係る対策

　畜産農業に起因する悪臭を防止するためには、

各畜産農家が飼養頭数に見合った家畜排せつ物処

理施設で適切な管理を行うとともに、日常から畜

舎内外の清掃美化についての配慮が必要です。

　このため、県では各種補助事業を実施し、共同

利用の家畜排せつ物処理施設や機械の導入、更に

は還元農用地の整備を積極的に推進するほか、制

度資金や畜産環境整備リース事業等により個人向

けの施設や機会の導入を推進しています。

　また、各農林振興センターごとに地域畜産経営

環境保全推進指導協議会を設置し、実態調査や現

地指導、講習会等により家畜排せつ物の処理に関

する指導啓発を行うとともに、悪臭問題解決へ向

けて適切な対応を講じています。

(２）東京湾広域異臭対策

　近年、東京湾沿岸部で都市ガス臭に似た異臭が

発生し、関係市、消防署、ガス会社等に多くの苦

情、問い合わせが寄せられています。

　苦情の分布や発生時の気象等からみて、この異

臭は東京湾上から海風により運ばれてくる物質に

起因するものと推察されます。

　13年９月18日に千葉市、習志野市及び船橋市の

地域に発生した広域異臭では、千葉市内の小学校

で児童の健康異常が発生し、４名が入院しました。

　県では、これを受けて14年４月１日から「東京

湾沿岸広域異臭発生時の対応要領」の運用を開始

し、休日・夜間を含めた市等関係機関との連絡体

制を一層充実させるとともに、原因究明に向けた

調査・分析体制の強化を図っています。
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表2-9-4　三点比較式臭袋による指導目標値
　　　　　（臭気濃度）

地域の区分
地域 該当地域

排出口 敷地境界

住居系
地域

工場、
商店、
住居混
在地域

工業系
地域

１種低層住居専用地域、第
２種低層住居専用地域、第
１種中高層住居専用地、
第２種中高層住居専用地
域、第１種住居地域、第２
種住居地域及び準住居地域

500程度 15程度

近隣商業地域、商業地域、
準工業地域、未指定地域
（工業団地を除く）

1,000程度 20程度

工業地域、工業専用地域、
工業団地

2,000程度 25程度

（注）臭気濃度とは、臭気のある空気を無臭の空気で臭気の感じ

　　 られなくなるまで希釈した場合の当該希釈倍数をいう。
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